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改定前 87年改定 与党民正党案 野党民主党案 経済界案
労組の政治活動禁止
企業単位労組のみ認定
複数組合不認定
労組設立要件の規制
ユニオン・ショップ制
度
労組解散命令権
規約取梢命令権
決議取梢命令権
労組役員改選命令権
労組役員資格制限
交渉権委任申告
現行どおり禁止
組織形態は自由
現行どおり不認定
削除
労組 莞以上代表時
の協約の許容
削除
法令違反時に制限
法令違反時に制限
削除
〃
総会．代議員会議決
後申告
現行どおり禁止
労働者自律決定
現行どおり不認定
人員制限なく自律
自律（除名者不利益
禁止）
削除
ノノ
ノノ
〃
〃
総会，代議員会議決
後申告
政治活動許容
民正党案と同一
ﾉノ
ノノ
労組員過半数自律
解散事由具体化（労
働長官令）
法令違反時に厳格制限
ﾉノ
削除
〃
ﾉノ
行どおり禁止
現行どおり企業単位
労組のみ認定
複数組台認定
民正党案と同一
禁止
削除
ノノ
ノノ
ノノ
〃
労働F旨過半数皮ﾖ寺を受け
た労組に限り認定
広い公益事業範囲
公務員等の争議制限
公益事業職権仲裁
任意仲裁制度なし
第三者介入禁止
事業場外争議禁止
冷却期間一般20日，
公益30日
争議適法性審杏
争議斡旋制度（行政
分担）
労働委仲裁委員任命
証券,石炭,燃料除外
公務員･特定防衛産業
許容
現行どおり
任意調整制度新設
現行どおり禁止
事業場閉鎖時例外
一般10日，公益15日
削除
労働委に移管
当事者合意で
証券,石炭,燃料除外
国公営一般，防衛産
業許容
現行どおり
任意仲裁制度新設
現行どおり禁止
ﾉノ
一般10日，公益15日
削除
労働委に移管
当事者合意で
左同
特定防衛産業以外は
許容
削除
民正党案と同一
削際
事業場閉鎖時外部で
可能
民正党案と同一
削除
労働委機能に統廃合
民生党案と同一
現行どおり
左同
現行どおり維持
現行どおり禁止
労働委に移管
左同
労
働
組
合
法
学
働
争
議
調
整
法
労総案
政治活動許容
民生党案と同一
ﾉノ
ノノ
労組員過半数時認定
削除
〃
ノノ
〃
〃
無条件認定
証券,石炭.燃料除外
許容
削除
廃止
ﾉノ
ノノ
ﾉノ
削除
左同
ﾉノ
節４章hRjｺﾞﾐ化i1j:言と労使関係の転換３２１
きな変化はないとみてよいであろう。
第２に、条件付きでDljlillが緩められた項'二|である。「ユニオン・ショップＩｌｉｌｌ
度｣、「XM約１lx')111』し命令椎｣、「決繊１１)<')消し命令椎｣、「交渉樅委任''１｛』f」の
４項|=|である。これらについては、諸主体の愈兄のﾎⅡ逆は多少あるものの大
きくはない。組合』iの賛成比率によるか、法令述反時に限られている。これ
らも前記条頓と|司様の意味を持つ。
第３は、従来の禁｣'1規定が変史されず、継続された頓|]で、「労ﾎﾟｌＩの政治
iiIi動禁ll1｣、「複数労組不認定」の二つである。ｉiii料については、与党・経済
界とリト党・労総との意見が真っｌｉ,|から対立したが、この禁jMXl=|がどのよう
な効果を持つかは複雑である。一方では、労ImllﾎﾟⅡ谷による労Ilill者政党の設立、
選挙iiIimjl、立法促進iilijﾘ)などには人きなIli''約となろうし、他力では、その範
Ⅱ１１が不|ﾘNil;であり、いかに＃ilIlillするかというllll組が残るからである。Uilに、
労総は政治担当部局を設け、活１１i))に積極的姿勢を示しつつあるからである
(法政大比較研［1991])。後者のｌｌＩｌ組では、」ﾉ･党、l1j;党、労総が不認定の継続
を主張し、絲済界が認定方針を禍げた。ここでは労総が与党とともに改定反
対を掲げていることが注意を悲く。これには、’肺l1ilの労使関係、労・ツナ関係
を反映した複雑なZI1111iが存在する。もともと、この規定は1963年法による－
企業一組合の強IIillに淵源を持ち、政府がｌ１ｌｉｉ－の今'五|(|I織である労総を通じて
労ＩＨＩ組合をコントロールしてきた}縦史があり、いわゆる在野勢力から労総＝
御)１Ｍ谷として強い１１t判を受けてきた。与党は、「６．２９宣言」後における労
総のIL1立化の進展を踏まえつつこの方針を継続する方針とみられるが、他方、
労総にとってはその批判勢力がjlill細化を進めるのは自己の利害に反すると考
（２） 
えているとみられるからである。これは、現ｲＩｉに至る争鑿点として残されてい
る。
以｣二に|ﾘ|らかなように、８７ｲﾄﾞ改定では、lIl絲椛に関すること細かなIlill限規
定はほぼ全l1ii的にＩ１ｌｌｌ除・緩和され、これについては当事者llUでほぼ合意が成
立していたと見なしうる。その慾ｌ１ｊｋで、lIl結椛の承認にかなり近づいたが、
他力、労組の政治iiMil1、複数jlMrllll腿については禁ll1規定を残し、その意味
で過渡的な性格をなお残すとみなしてよいであろう。
３２２第４篇労１，１１政策と労使|』Ｉ係の変貌
（２）労働争議調整法の改定について
表示された「改定iii」ＩＭＩに示されている10JI['二Iは、争議行為を直接に禁
｣Ｌ・Ilill限する２項|=Ｉ（｢広い公彬ｌｌ業範'１１|」と「公務員等の争議柵llll(｣)、争議の
制lIliLイ''１裁などの狭義の争議調整ないしはIIill度に|對わる８項|=|からなってい
る。
＿上記の１０頂'二|のうち、’１１'１除されたのは「争議適法審査」で、これは労Ilill行
政を通じての事実上の争議IlillU4が撤)苑されたことを意味し、政党、労総とも
見解が一致している。前述の労'111組合法改定にみられた細かいfMIli'１の撤廃と
!|りしを一にする。
改善：あるいは緩和された項'１には、「公祐二'1業の範ｌｊＩＩ｣、「公務員等の争議
Ｉｌｉｌ１限｣、「事業場外争議禁｣|」、「冷Jil]jOlllll｣、「争議斡旋Ili'1度｣、「労１１１１委ｲ''１裁委
員任命」がある。これらの項||での諸ｺﾞﾐ体の意見は対立する場合と一致する
場合がある。この場合、まず節ｌに、Ｔiii二者により、争識IIill限が公務員と法
定防衛産業従業員にlIl4られたこと、職椛(''１裁によ')z)「実｣二争議行為がIliIllll(さ
れていた公彬|#業の範lIilが縮小されたことは、ｊｌ(itl正|においては大きな意味を
持つ。ｉiii章までにみてきたように、とくに公拙Zl下業の規定は、1963年法によ
る公布榔業の範U]I拡大以来、７３ｲli法による公袖zll業洲lillの民ＩＩＩ１準111を経て、
事実｣二争議が不可能な産業・業祁が拡大され、争議lIl111ilIの有効な千段とされ
てきた燃史がある。今|Ⅱ|除外された産業は証券、炭鉱、燃料であるが、これ
については、諸主体の意兄は一致しており、８５～86年における公益事業呪Ilill
の民'''１準川脆｣11という緩和政策の延踵_上にあると考えられる。節２に、イト識
斡旋ｌＩｉｌｌ皮を行政から労側委員会に移したこと、労働委員会↑''１裁委jlの任命を
当事糊の什意方式に変史したことは、争議調停を行政介入方式から、政労使
Ｉｌｉの合意による争議調f州'1度へ移行させようという意図と考えられる。これ
も、林|王|労使関係においては大きな意味を持つ。過去においては、労働委員
会の機能麻仰と信)lli｛性の欠如は、８７年ｲﾄ識における調停に教会関係者がたび
たび識場したこ|$態をみてもⅢ1らかである（三iiMi［1987])。それがいかに機能
するかは今後の'１１１題だろう。
従来方式が残された項|=|には「公抽專|I業職椛ｲ''１裁」と「第三者介入禁｣上」
とがある。とくに後者については、上部lIl体の介入は認められるが、キリス
第４章民主化宣言とﾂﾅ仙関係のili云換３２３
ト教'１１体（都TlIi寵業宣教会、カソリック労IMI青年会など）などは排除されてい
る。この点では、与党・経済界と11『党・労総との意見はまったく対立してい
る。もっとも労総は必ずしも械極的ではないとみられる（法政大比較研
[1991])。轍国の労lIill連､))における在Ｗ団体の影響ﾉﾉを考えると、政治的に
も禁｣'二を貫いたといえよう。このように、労１，１１争議調整法関係では、争議Ili'｜
限条項のWl1除・縮小が図られ、争識の許容度はかなり拡大されたとみてよい
であろう。と同時に、節三者介入禁１１２条項の存続にみられるＩＩｉ'|限条項も残し
てお')、この点では、ilill合法|1M係とlTTl様である。
（３）労使関係法改定の'性格
上述のように、1987ｲ｢改定においてl1lllI験・緩和されずに継続されている主
な条項は、「労組の政治活動の禁｣|」、「複数労jill不認定｣、「第三者介入禁止｣、
｢公維事業職椛ｲ''１蚊」である。これらのllLl条項のうち前三者は、いずれも労
IilI組.合の政治iiIimlj・民主化述仙、その路線に関係が深い条項である。複数労
組'''1題は、単純なiill織競谷'''1題に｣こまらず、主流派の労総傘下組合と対立す
る全労協系組合の勅きを見越した処世である、とみられる。また、第三稀介
入禁止も、キリスト教団体を含むｲﾋﾟﾘ1111体の活仙が111に労働述動のみでなく、
広範な民主化課題に１lx')組んできた経紳を反映したものとみられる。このよ
うな判断に誤りなければ、８７ｲｌｉ改定の性格を次のようにいってよかろう。８７
年改定は、基本的には、労使|』M係統Ilill、すなわち、労t[ﾘ1三権の法｢'<ルイ丁政的
規制の排除による|､１１体交渉機構の成立を|=|指し、「|Ⅲ１発独裁」からの』iL本的
な転換を'ﾘＩ示したといえる。これには当事粉ＩＨＩでは大方の合意が成立してい
た、と考えられる。他力で、それによってもたらされかねない労使関係、労
働迎動、政治｢1<ｊ状況におけるiIij1柵には歯｣こめをかけた、ということである。
この意味では、制度的'１１１題をめぐるイト点を残したことにな})、過渡期にある
緯国の現状を象徴している。
４労仙jiM･組織の塊状
｢６．２９宣言」を契機とした87年争議、８７年労働法改定後から今l]に至る数
３２４第４篇労llil政策とﾂﾅ仙|Ｈ１係の変貌
年の'１柳lは、新１Ｍ労IlillﾎﾟⅡ谷の結成、既存jlill合のﾎﾟⅡ織拡張、組織lIj編成などが
ダイナミックに巡行し、また、政府の労働政策・労Iiill1i去のさらなる改定１１１１題
をめぐる与・野党対立と労仙対立、迎1lijj路線をめぐる諸ＩＤＩﾘ|流'''1の対立などが
相互に絡みながら進行してきている。ここでは、今'1に至る労働iliIl谷$|[織の
現状を一瞥して本章の締めくくりとしたい。
1987ｲＩｉ以降のここ数年、労Iliｶﾎﾟ||合の$１１織化はかなり迷いペースで進んだ。
表4-4-8～９はその状況を示している。まず、111位組合数は「6.29宣言」時
の約2700組谷から年々1W〃Ⅱし、２年半後の89ｲ１２木には約7900('1合と約３倍弱
に１１N|えた。）ﾄﾞＩＭＦのj1W力||率は87ｲ１１後lIiに49.9％と激燗したが、その後の半ｲI<
毎の増ll1率も89ｲＭ)１まで2()～24％であＩ)、この|l制０１がjIlll谷結成の耀進期と
みてよい。Mff員数は、８７年に約23ﾉﾉ人、８８ｲliに約44万人、８９年に約22万人、
それぞれjVi1ﾉ)Ⅱし、総数は105）j人（87.6）から193万人（89.12）と約1.9倍に
なっている。jliu谷数、MMI谷員数のIilii力からみて、この２年半が大きな''1場で
あったことは1ﾘIらかである。’１棚lと状況は異なるが、敗戦ilLI後の|]本の状》１１
と類似している。
この結果、ｉｉｉⅡjlMi率は86ｲ'１の15.5％から1988ｲﾄﾞには22％に達した。しかし、
iliIl細化が急速であり、また今後も進むとはいえ、ノIill織率は雁)Ⅱ労働者の５分
の１強の水準である。これには、小零細企業の$Ⅱ織率が低い（１０～29人規模
で２％、３０～99人規模で7.7％。1989年１月）という各|玉|に共通な要|火|が作用し
ているが、なによりも、非Ijil業の|司家・地方公務員、教員に'１|結椛が認めら
れていないことが大きい。この部''11では団結権そのものが焦点になっている。
したがって、労IliI組合の主力はLLllM冒業と|玉1．公営企業の現業部|Ⅱ)である。
この点を州１Ｍ)すると、上述のﾙ'1細率22％はそれほど低い数字ではないといえ
る。
約7900組合は、糺l細形態からみれば企業別ﾙⅡ合であるが、いずれも産業Bll
連合体（21迎合体）に力'11Wしている（我4-4-10)。また、力ⅡNilを義務づけられ
ている。jNI谷員数からみて10万人以_上の大規模述什体は七つであるが、金屈
(約45万人)、連合（約24刀人)、化学（約21万人)、ilMlliﾙＩｌｉ（約16刀人）が上位４
連合体である。これらの迎合体の性格はさまざまである。鉄iii、地力、タバ
コ・人参、逓信は－１龍業一illl谷であるが、その他の連合体は狭義の産業川'１
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表4-4-8111位労組数とiMI今員数
１９８。（】Ｉ【)８１【)８・〔】１９８．１２１【〕８．（）ｌ【)８．１２
111位労組数（｛|A1数）
lli位労組jW111率（％）
組合員数（千人）
lWDⅡした組合員数（人）
組合員数jW111率（％）
ｌｌｉ伽l谷当り平均jlMUi数（人）
７，８８３ 
６．８ 
１，９３２ 
１０７，３２２ 
５．９ 
２４５ 
４，０８６ 
４９．９ 
１，２６７ 
２１７，２５６ 
２０．７ 
３１０ 
５，０６２ 
２３．９ 
１，５１０ 
２４２，５６８ 
１９．１ 
２９８ 
６，１４２ 
２１．３ 
１，７０７ 
１９７，４３１ 
１３．１ 
２７８ 
７，３８０ 
２０．２ 
１，８２５ 
１１７，６３２ 
６．９ 
２４７ 
２，７２５ 
２．５ 
１，０５０ 
１４，３１１ 
１．４ 
３８５ 
注）1W､Ⅱ率はiiii)01比対比。
lll所）経憐肴総|〕IＩ会「労働継済年鑑」1990ｲ|:。
織（例、繊維）もあればLL《義の産業別組織表4-4-9労IiI組合の組織率
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表４－４－１０産業別
注）（１）備考は、労働研究院［1989］による。
（２）組合員数は４拾５入の関係で合計と離合しない場合がある。
'１１所）経営者総協会「労働継済年鑑」1987～90年。
細形態を整えつつある（法政大比較研［1991])。節２に、法的には認められ
ていないが、労総の対抗組織として全'五|労llilM谷Ｉ)I》議会（全労|川）が存ｲliす
る。Tiil筋で述べたように、Ｄｌｉﾎ唾|では複数iilll谷禁''二条項がなおｲＭ１しているの
で、その意味で、全|玉柵織としての今ﾂjflﾒｶは非合法)'111繩である。しかし、リ１１
実にはjill織は存ｲｌＬ、民主化の徹底と労IliI条件の改善を|]指して激しい|Ⅱ|紬
を組織し、同時に労総とﾎﾟ１１織競今を練')広げている。この全労|川に対し、jlill【
|正1政府は規Ili'１強化政策をとっており、耶態は流血jl(1<｣である。
iii位組合数
198(）Ｉ()8７１９８８１９８９ 
糾合員数（千人）
１９８６１９８７１９８８１９８ 
１１１ 
20(）２６０３()(）５()６ 
8２１０１１３(）１２７ 
１１ 
3１５８７`Ｉ８９ 
７１１１７２９ 
5(）６６７`！８５ 
５１５２５(）６４ 
８５１６(）１５８１８３ 
１１１ 
2４１４４３７４(ｉｌ 
298６０１１，０７１１ 
１９３４１２１.()()(）１ 
()３６ 
()09 
390 
5３８２１７５２３５ 
1．３１５１．７５５７４８８０６ 
`1９８２１３２１６５ 
１１ 
２２‘1１ 
１，２６(）１，３７１ 
３３５２ 
５５ 
3(）３０３１３１ 
1１５１２４１４０１５５ 
()５５７５３４`１ 
１８２０２５２７ 
２２２５３８３８ 
６５６６４８５(） 
3６３８４０４７ 
８０７８８６８３ 
125１１４１２１ 
ｌｌｌｌｌｌｌ(） 
1５４１８１１８０２()６ 
１３６２２９４０２‘ｊｌ９ 
6(）102１８９２３８ 
６６２２２７ 
l`I(）165９２１２１ 
1１１８２`！ 
２１２２ 
１３２１ 
１０１１１７ 
６５（〕８
１８３３ 
2.658４.()8６６．１４２７．８８２ Ｌ()3５１．２６７１．７０７１．９３２ 
扉
鉄道労勘組合
繊細労働組合連Ｍ
鉱'１１労働組合連HIl
題力労鋤組合
外国機関労働組合
通信労働組合連M1
港迩労働組合連Ⅲ｛
船員労働組合連ＭＨ
金融労働組合連lⅢ
タバコ・人参労働糾合
化学労働組合連lⅢ
金属労働組合連Ｍ１
連合労働組合連IHI
出版労働組合述Ⅲ１
１］動jli労働組合迎ＭＩＩ
観光労働組合連Ｍ１
逓信労働組合連MII
保険労働組合連Ｍ１
タクシー労働組合連ＩＩＭ
ゴム産業労働組合連Ⅲ｛
事務金融労働組合連M1
ノェ 計Ｉ=Ｉ 
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労働組合組織の状況
llli 考
11支部、188分会。駅構内販売、群〕|〔清掃を含む。
綿紡、生糸、毛化繊、織物、衣緬の５業ｊｌｊＭＩＩ部会。
56支部、214分会。
駐韓米軍従業員の労組が'''心。外Ilil人脈|:、企業労組も含む。
当初は郵髄通信労述、逓偏勿組の分離により88年から現在のｆｉ称。
l1i1頭、鉄道運輸の荷役作業勿働羽の組合。
海員労働組合（1969～）を８９１１二に改称。海迎、水産、港湾｣|｢業。
銀行、外国系銀行、机互(訓1金hli、腱協１１１央会組合が中心。
専売労働組合が専売公ﾈ|:の民街化に伴い1990年に改称。
飲食料品、セメント、石1111化学、製紙、木材、窯業、医薬IRI・
機械金属、自動Ilr、葹機ｆ１Ｈ、鉄鋼、造船、非鉄金属、その他。
他の産別に属さない多様な約60業棚、｝賊秘、建設、木材、洲柵、病院。
rlUI1jlI、111版、製本、紙物力Ⅱ工、写真製版、’二|]斎、各穂印刷。
'二1動車運輸関係の労組。バス、ｉ(､Ij速バス、’二I動車貨物、121動､|I整備。
ホテル、レジャー、旅行)'1$旗、観光交通、二12産品販売、航空〕1K輪ほか。
逓信部傘下の現業公務貝のlli位糾合。郵ｆｌＺｊｍ信労連から86年に分離。
金融労連から分離独立。ただし８保険会社労組は事務金融労述に所脱。
自動車労連から88年に分離独立。
化学労連からゴム・タイヤ業櫛労働組合が分離独立。
金融労迦から非銀行系の知資、証券、保険業極のiii位組合が脱退して$iIi成。林国労総に力Ⅱ盟し
ていない唯一の産別組織。
５むすぴ
本章のI｣的は、「６．２９宣言」とそれに続く1987年ｲﾄi識がもたらした蝉国の
労使関係の変化の性格を、「1)}１発独裁」下の労使|ﾘﾘ係から労ＩＭＩ雑本椛を許家
する関係への転換と捉え、この転換の内容を把掘するために、８７年争議にお
ける労働者の要求の性格、その後の労使関係法の改定項'1の性格、産業民主
主義の担い手である労１１１Ｍ谷組織の現状を概観してきた。これによって、輪
郭がほぼIﾘIらかになったと考える。しかし、実態として、林|玉|の労使関係が、
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法Ilill-Iiにおいても、企業・」:場レベルの労使|對係のnil実においても、いかな
る力lfT1に進むかは、なお定かではない。その力|句をめぐって紺主体がなお争
いつつあるからである。そしてまた、本章Wmlで述べたように、「６．２９宣
言」と87年争議は、その後の争議を含めて、その緬域と深度において第２次
'11界人llUt後の輪|正|史を山するものであ')、内ﾀﾄの]W【|Ⅱ]家による詳細な研究を
必要とする。とlTT11Iifに、これらの課題の本格i10なｲﾘ|:究は、）陣1111のみならず新
興工業国の労使llAl係・社会榊造の解'ﾘ1とその形響ﾉﾉの評I'|liにつながろう。そ
の時に初めて、新興二[業|正|研究・')}1発途｣二国研究が深みを持つことができる
と考える。
[注］
(1)この転換は、ｉiii承までに考察したように、絲済(1りにみれば「政府現Ilillの
緩fll」として80年代に入ってから始まっており、また80年代後半の低為替
レート（対''1)、低lH(illlllIi格ぃ低金利（いわゆる「三低｣）が転換を促進す
る条件となったが、労使関係などIIill度ｉＩり要ｌｋｌが作)1Ｉする場合には、この時
｜|lll1りずれに怠味がある。容観条件が盤ったことと政筑ilりにそれに踏み切る
こととは》'１のことだからである。
(2)1988年秋に労llill法改定'１１１題がＷ浮上したとき、当'1#の野党三党は複数労
組の容認などを|人1容とする改定試案を準(1Niしたが、これに対し労総は反対
の声1ﾘlをｌｌｌ,している（｢韓国１１報」1988ｲ'１１())１１Ⅲ)。
(3)この点については、節２鰍で考察したとおり、鮠|玉|絲済における第３次
産業の比爪のhlvl人が注'二|される。こ[業化が進展する時代は労働$船．組織が
ｊ櫛ﾉﾘⅡするが、節３次産業の比亟がiTjjまれば、逆の傾lfilがLlSじる。この点で、
鮠|Ⅱ|のごとき、すべての過職がZMi(bにあるいは1,'･熟(lりに進行する場合が
注'二Iされる。
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終章総括と展望
水害の課題は、靴|正|の経済発展を権威主義(1りな経済|Ⅲ１発計ulilの展|；Mから捉
えかえし、それを支え、かつ支えるようにkMIIillされてきた労使関係との|對連
を解りＩすることであった。
般後に、各章の考察を踏まえ、大きく総'１１iし、将米に向けての展望を試み
ておこう。まず総柄では、はじめに絲済|}'1発計画にもとづいて高速工業化を
推進するために、その政策主体がいかなるiiMjを持って形成されたか、｜刑発
計凹の展llMにあたっていかにIR要を主体的選択を行ったかについてまとめ、
つづいて|ｻﾄ|苑独裁の成立一展|＃１－終鴻という111Ｍし(I<｣展|}ﾄlにullして、各段階の
特徴と労使|｝M係政策・労lIil迦勅の関連についてまとめておこう。そして、最
後に開発過程の経済パフォーマンスを総括し、序jWjiでＩl(れたようなＩ''1題関心
のもとで、将来展望に移っていく。
ｌ総折
（１）経済開発計画による高速工業化
轍'五|の経済発展は、徹底した'玉|家主導の］:業化、それも経済開発計画を
もってする高速]:業化として実現された。
束アジアの一ﾌﾞｲ|に位置した林睡1は、節２次大戦後になってようやく、植民
地体IIillのル|壊のなかから生まれ{|}た新興|玉|の一つとして、’二Iiiiiの二[業化をＭＨ
姑した。大変な後発であったから、改めていうまでもなく、ＩＦ|家による産業
の強力な保識育成が必要不可欠であった。だが、１Ｍにそれだけでなく、時代
はまさに資本主義Tl１場社会の「市場の失敗」と「|玉|家の失敗」との狭'''１にあ
り、しかも米ソをiili極とする激しい束ilq対立をつく|)だしていた。１h場を今
否定し計l11ilによって経済発展をはかろうとするソ述の成功が新興諸|玉|に対し
て説得力を持つかにみえた。こうしたなかで)101(|正|は、未l1Li対立によって氏族
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をリ'き裂かれ、唾'二'2を灰にする！'蛸'まで経験した分裂反共同家として、まず、
社会関係と政治文化の未熟にもかかわらず、，芒,,,,ｺﾞﾐ義とⅨ主主義を強烈なイ
デオロギー的姓iiiiとする政治ＩＩｉｌｌ度を採,)、しかし実態としては戦火によって
荒廃した社会に対し経済力を合めあらゆる桃ﾉﾉを一Ｗこ掌掘した'玉|家エリー
トが権威主義(l<｣にそびえ立つ柿ﾉﾉ榊造をつくりだした。ついで、クーデター
によって登場した少>Ⅱ:]ﾄﾞ部エリートがその政iiL1Ili,|)史と桃ﾉﾉ榊造を継承すると
|司時に、その'五I家が、「|)}|苑ill(我」として、〈経済,L,立〉を第１課題として禍
げた。そして私企業とTlj場をあくまで｢iii提としながらも、５カ年計画という
強ﾉJを統Ilillil9政策丁●段をもって、北と競争する高速度の経済発展の推進へと
乗りｌＩ１１したのである。
鮠'五1政府の経済|冊1発計11111とそれにもとづく経済迎営こそが輔国の高速工業
化を成功させた。その成功に|正'1Ｍ<｣熱望、教育７Ｍ(i、」:地改革、それに１，本
帝'玉'主義の過朧など、いくつもの初１９'条件が不可欠であった（大内［1991]）
ことはいうまでもないが、それら初期条件をiiliかすことのできる政策主体の
役;';||は決定的であったというべきである。
糠|玉|政府の経済|＃|発計lllilとそれにもとづく経済辿営の般大の特徴は、以下
の３点であろう。①政策路線あるいは'Ⅱ'発),UUlifとして、，,iiii入代替二,:業化が開
発経済学の１W､識であった環境で輪111,指lhl工業化をl采１１'し、さらにそれに重ね
て砿化学工業化をめざしたこと。その点で鰊|正|は節２次入戦後の途上国工業
化の最先頭に立つことになった。②私企業とTlJ場を前提としながら、特定の
大規模事業計山の遂行を優先させ、｜|Ⅱ接誘導に｣|きまらず、むしろ主として財
政投副'資、外'１t;ｌｉｌ'』、信)''１;''当、許認可などによるﾘｉＵｊなii1[接統IIill手段にた
よったこと。それは、）|蛸１，１１:後、Ｉ｣本の採I11したIIIi斜４Ｍ:的統IIil,経済に著し
く類似していた。③計凹立案とその遂ｲﾃ過税の洲Wfのために、予算権|狼、外
貨割当権限を集||'し、その腿官が経済'111題を統jliliするhill総IⅡlを兼ねた、経済
企山院というスーパー官庁を設け、しかも意,W､決定の大きな範Ⅲ１１をその裁量
に委ね、経済迎憐の柔軟性を雌係したこと。その樅,ｌ(はゴスプランに近いほ
どで、しかしそのIiiliilij1は高度の柔､|吹性を術えていたといえよう。
だが、鯨|玉|政府の経済|)'１発計画とそれにもとづく総済遮営は、今１１まで一
貫していたわけではない。いくつかの節'1で岐路に立たされ、そのたびに童
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要な選択を枝みIｉｔねてきたのである。われわれは以下のJiつの軍要な選択に
注|]すべきであろう。
最初の大きな逃択は、いわば前史における選択、すなわち経済計山を初め
て作ろうとした宋化/'11復興部焚官とそのもとでの雌業||｜1発委員会の1959年の
選択である。
対米折衝の責任料.であった米仁ﾄ|]は、先細るアメリカからの援助の安定脈
|采の必要に迫られて、アメリカ議会説得のために'''１０１絲済計im1立案を思い立
つ。彼は、’1級でのｲﾘ|:修、実地視察を踏まえて、すでにｲＭＬた'111発計Hlilの
２類型のうちインド型ではなく、よ')柔､|次で'''1接誘導('<ｊをブラジル型を採１１］
することに決めた（法政人比較研［l990a])。それでも睡業|ｻﾄ1発委員会が作
成した「経済|州1発３カイ|i計画（1960-62)」は、lLlllI経済のｌｊｌ〔I1lI尊示を舐い、
とくに「'111接(１９を統Ilill手段は少しも考えない」と|折わりながら、「１１}]接的な
現IIill手段では充分な実効を_しげることが困りＩＩｌｉであろうから、〉Iill税および金iW1I1
のllU接的な調轆ﾉﾉをiili111することはもちろん、今後、１１１１:械(|りな財政投副{資の
継続的な拡人をＭ')、lT1時に……亜要原料盗材およびIlt要ilIMiIけに対しては
物流段階である秘度のAMlill手段を講じなければならない」とi【ﾘ反した（法政
人比較研［1991ａ])。il1〔接|]il営方式をとるのではないが、政府の強力な介入
が考えられていたといえる。’二'''1社会のイデオロギー的処iiiiと経済の現実と
のあいだには般初から大きな隔たりがあったといわなくてはなるまい。この
選択が政策手段からみた糊正|経済計画の基本(l<｣なⅣUをまず決めた。
第２の孟要な選択は、「|ｌＭ発独裁」として蔽場し、「指導される資本主義」
をl唱えた朴政椎の恥|服高会議の商二[:委員、’１ﾘ''1）;〔杣を要とする諸作業チーム
の1961年の選択である。
彼らこそが経済企lUI院を新設し、第１次５が|i計lIljlを作成し、その実行に
当たった。彼らは、計Illjlのなかにirl<の作戦計ilUlの要伽でＷ心的な事業計画
(大半が|玉|,宮）を持ちこみ、｜ﾉl外資を動員してそれに(IJI斜ｲI<)に配分しつつ、
｢３カ年計画」のそれ（f115.2％）をはるかに上lIjlる、もちろん過去の実績
(年4.7％）からみると格段に高い絲済成長（Ｗ１％）を実現しようとしたの
である。しかもこの計lujiには、朴政権の「経済'二|立」の夢、つまり計uljlの立
案と遂行、資金調達におけるアメリカ政府の怠｣１AからのlLl立の夢がこめられ
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ていた･ともあれ、まだ農業圧|の段階にあったのであるから、この7.1％は
突撃的経済成長を意味した。ここに、輔国経済計画の方式を特徴づける突撃
的傾斜生産の性格が定まり、またそれに応じて「先成長・後分配」的性格も
萌芽的に顔をｌｌｌＩした。
なお、「|ﾘ01計lllllが野心ｉ１Ｏな超孟点事業計山をjlilIIとして傾斜生産的であると
すると、国民経済全体のマクロ計画、とくにそのｲ|き次計画の運用は、好むと
好まざるとにかかわらず、ｎ点事業計山の進行にともなって生じてくる|王|民
経済上の、とくに'五|際収支-ｔの不均衡に事後的に対処し糊塗していくという
ものにならざるをえなかったといえる。計画文書のマクロ指標は基準、目安
を示す以上の意味は持たず、バランスをとる'三I々の政策迎営こそが重要とい
うことになったのである（法政大比較研［1990．])。そして方式上で傾斜生
産的性格が鮮Iﾘ1になることは、政策手段的にみて、銀行の事実｣この|玉l有化、
金融統Ｉｌｉｌｌなど、統IIill経済的要素の一層のj棚'１をともなった。
だが、天腸空をゆくこの111f心的な計IuI1は、通貨改''１とをめぐってアメリカ当
局とのあいだに激しい対立をリ|き起こしたうえ、｜Al外とも資金調達の方策が
うまくIlIiIかず、たちまち財政インフレ、｜玉|際｣'１文危機をリ|き起こして行きづ
まった。そこで、この経済危機に強Ilillされた計１１mの修Ilミ（1963-64年）が第３
の選択となった。
当然にも、過度の統Ilill的介入が反省されたが、それは|司時にアメリカから
の「経済自立」の挫折を砿調することでもあった。新しく地に足をつけて晶
大の難関、投資資金調達＝'五|際収支均衡'''１題を打|ｻﾄＩするために、〈輸出によ
る工業立|玉|〉路線が鮮'ﾘ1に打ち出され、系統的な輪llj,助成拙置が整備されて
いった。それにもう一つ、’三１本との|玉|交正常化に蹄み}I｣'し、対'三l請求権資金
が導入された。外資依存の輪11,指lfIl工業化という経済計画の総路線、開発戦
略がこの時初めて定まった。ただ、それは確立された輸入代棒Ｉ業化戦略か
らの転換を意味したわけではなかったことに注意すべきであろう。
計画の戦略が定まり、方式、政策手段も整った。そして「先成長･後分配」
の基礎の上に経済が急成長の!'りし道に乗った。この延長｣二に第２次および第３
次５カ年計１１１１は作成された。それらは、政府事業計1,111のウエイトが下がり、
目標実質成長率はむしろ_'二鼎していたが、内容的にみてより無理が少なく、
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したがってまた政策千段としても、｜玉|街、il11:接統IlilliI<J要素は薄まる力|(Ｔｌへ進
んだ。
しかし、1973年の朴大統緬の「頭化学工業化宣言」に発した第４の選択は、
この傾向を逆転させた。それは最初の111界的スタグフレーションとドル危機
下の不況のもとでの選択であったが、それ以｣二にベトナム戦争の敗勢のもと
でのアメリカの極東戦略、ひいては世界政策の転換に対応するく窮地からの
飛蹴＞の選択であった。Ｔｌ)ぴアメリカからの|里I立が、flI事iHiから問題となっ
た。
Ｔりぴ、マクロ計山の枠をはみⅡ｣,すより一麻Ⅱj;心的なzll業計山がlo年lli位で
策定され、第３次５カ年計画は事実｣二棚上げとなった。マクロの経済運営は
再び事業計11111をバックアップし、三1#後的、糊塗的にバランスをとるのに汲々
することになってゆく。計山方式はⅡjぴ突撃的傾斜生産そのものとなり、政
策主体として、経済企画院よ')一段と大統領iilLDli割19で総合的な重化学工業化
推進委員会とその企画団を核に、政策手段からみても)｢1地の買収、整地、イ
ンフラストラクチュアの整備、参入企業の選定から外資導入、信用背||当て、
Imi格統制、補助金などなどの優遇助成梢置を縦横にⅢlX使した。統制経済的要
素は再び大いに強まったのである。ただ、｜正附企業の新設は例外的で、財閥
の選別・育成に主力が注がれた。この'１寺、jliiilll1,指向工業化が否定されたわけ
ではない。しかし、ｉ朧工業の輪ｌＭ化進に否定｢1り影響を与えるほどに、１１１化学
工業のさしあたりは内需型の、輸入代替的でもある発展に資111(と資金を傾斜
配分したのである。
稗1玉1型の経済計山とそれにもとづく経済述憐はここに全、lﾘﾄ|花したといえ
る。それは、圧倒的な政府の樅ﾌﾞ]、その行政的指示の多さによって、ソ連か
ら強いイデオロギー的影響を受けたインドを凌がんばかりの統IlilI経1斉であっ
たと認めなくてはなるまい。ただ、貿易依存度を異常に高めた糠匡１の場合、
折しも大jli云換期にさしかかり不ｲi雁実性を噸した111界Tl1場の変化に即応してい
く必要があった。柿|玉|政府の経済迎営は強度の統制経済であったにもかかわ
らず、「開発独裁」権力の超然性を武器に著しい柔j炊性を保ち、変化への企
業家的即応力を発抑したことも同時に認めておくべきであろう。
だが、それにもかかわらず、この好心的な爪化学工業化もまた挫折しなけ
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ればならなかった。急速に政府・'1ｲ川の癒着が進むなかで、事業計11111は節度
を失ってふくれ｣二が')、他方でようやく労働ﾉ｣の柵造(1<｣過剰から榊造的不足
への移行がIﾘ|らかとなってきた。かくて林|工|経済は、節２次石１１１１危機の衝撃
を受けるなかで、Ｗぴ深刻なインフレ・債務衆績・'五|際収支赤字の危機に
lWiった。賊後肢班の経済危機である。そこで政府部|ﾉ1の激しい論争を経て
1979年から実行されＩ(ｆｉめた「絲済安定化施策」が節5の選択となる。束化学
二[業化そのものが失敗に終わったというわけではない。しかし、「経済安定
化施策」は、政莱路線、｜＃|発戦''1＃はともかくとして、これまでの計山方式と
政策手段の体系、ひいては政１１１:そのもののあ')力を抜本的にｌＩｉ武換させる。し
かもそれは、「|Ⅲ1発独裁」としての朴政樅そのものの恋1剥的な終末を経て初
めて本格的に爽行に移されることになる。
（２）開発独裁と労使関係
高速Ⅲ業化に成功した糠|玉|の経済|Ⅱ|発計画とそのもとでの経済迎営は、そ
の政策主体、’1ﾄ1発独裁としての朴]1ﾐ煕政権なしにはありえなかった。朴政権
こそが|ｌＭ発体系を作')'１１,し、計iIIjを作成し、経済|)ﾄ１発をしゃにむに推進した
ので､ある。
５．１６クーデターによって益場した朴政権は､季ﾉk晩政権が作り''1,した強烈
な反共イデオロギーを持つ権威二ｉｉ義｢|り椛力構造を災質的に継承し、系進｢1りに
強化した。学L1i1II1[命後に'１賀き''１,したhLjﾐ化運１１ﾘﾉ、労lﾘ1述釛の一半を反共を名
'二|に激しくり}ii圧してしまったのである。しかし、’'1ｍで、朴政椎はlとl主経済
建設を肢重要のiiMjとしてと')あげ、それらの迎仙が「41ｉきられない、変え
てみよう」と胡み、また民主党政権が「経済弟ｌ主義」として体ﾘ'Iした、経
済発展、「経済|]立」の熱望を'1ﾉﾘUlX統合しようとした。h1i政移轡後も民衆の
政治(1り意思決定への参力１１はきびしくIlillll,｛され、大統価椛ﾉJは超然とそびえ
立ったが、それは、意欲的な経済雄設のためにｲ《iil欠な、政治の安定、政府
の人lll1な政策(lりイニシアティブをI閥iliする条件ともなったのである。「|Ⅲ|充
独裁」と'１平ばれる所以である。
儒教(I<｣文民統治数１'ｲｲ|ﾐの伝統のlnilにいわば招かれざる樅ﾉJとして議場した
朴政樅にとって、｜÷|主経済雄設こそは樅ﾉ｣自体の１１当化の切り札であった。
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それは、クーデターⅡ!〔後とﾙ'１:新体Ilill導入H1〔後の２１Ⅱ|にわたって決定的な役割
を果たした○したがってまた、その継済建設には、しばしば経済外の動機か
ら、経済合理性を超えた政策ｉ１ＷＩｉＩｊが入れられたのも何の不AlA満でもあるまい。
ともあれ、第４共和｢lilllil｢｢ではさすがにI1z当化の限界が|]立つようになった
とはいえ、｜工|民的熱望を吸｣|)(して経済|)'１発による正当化が恭本的には成功し
たことが、朴政権を災期に存続させた基底(|<jな条件である。正統化のもう一
つの切り札、反共イデオロギーの役;ｌｉｌｌＭＭＬすることはできない。しかし、
<反＞という否定的な、しかも次第に風化してゆくイデオロギー手段だけで
は、とても国民統合に成功することはできなかったはずである。
だが、高速工業化に成功した経済Ⅱ}１発計山とそれにもとづく経済連尚のｲI1ll
からみても、朴政権は不可欠であった。
一つには、既成政党、諸利害に対して超然性を持った朴政権の権力は、特
定の利害を優遇し、さらに諸利害の榊造そのものを変えてゆくような思い
切った、機敏で柔軟な経済計山と経済政策の展|)'1をTJI能にした。経済企画院
は、青瓦台（大統領府）をいわば衝立てとして、諸利害にがんじがらめと
なった議会の承認を気にしなければならない|玉|の政府当局からは信じ難い身
軽さで、経済述営を行うことができた。またそれでも手に余るような重要な
戦略的決断は青瓦台'二'身によって行われた。不確実|【,ﾐを埆した大転換期の,止
界T'７場の変化に機敏に対応し、好機を活かすことができたのも強力政権のこ
の超然性に負うところが大きかったであろう。
しかし、より根本的に、強化された朴政椎の椛威主義体''i,'は、権力の重圧
のもとに高速=[業化のための雅礎条件として労使関係の安定をつくりだし、
｢先成長･後分配」を両'能とした。そこで、つづいて「開発独裁」の成立期と
展'ｻﾄ１期の労使関係政策とそれとの密接な関述で展開された労働述肋の特徴に
ついてまとめておこう。
結局、成立』０１の労使関係政策は、それまでの労働(,,谷の自由な設立などを
行政的に規制し、労IHjl糾合の｣二部illll織（ナショナルセンターと産業別組合体
制）を再編・強化し、それによって木端jlMl細の,芒,,,]な行動を統１，i,,することに
なったが、それをみるに先立って立法化されていた初発の労使関係法につい
ても触れておこう。
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第２次大戦後のＩＭＬ的な氏二iﾐ主義化の風潮だけでなく、ｌ]本帝国主義から
の独立と反共|玉1家としての成立によって、輪国は、ほとんど当初から民主主
義的な憲法を持ち、四|狄型の労Iill法Ilillを一応IIill定していた。だが、それは、
現実の主従型ないしは家父長的な労使関係とは顕著に乖離した「立法先行」
の法IIillでしかなかった（全国絲済人連合会編［1986]、金亨端［1989])。しかも
その実態は立法'二|体のなかにIﾘNiliiに示されていた。すなわち、例えば労Ｉｉﾘ１組
合法は、労働組合の'二１１１]設立をはじめ、労使のl÷１桁を強調する産業民主主義
の原11'1に立ってはいたが、行政による(Ⅱ谷運営調査権、組合決議の変更権、
役員選挙収11Ｉ権、さらに労$'1の解散椎まで規定されていた。当初は、｝1本な
どと|司様に－'1割Iり現IIiⅢのつも')だったかMllれないが、運営調査椎は最近で
もまだ発動されているのである。
顛事クーデターによって一時は労働1去の効果は失われたが、「開発jill1裁」
体制が碓立しても労Iilll法IIillを廃｣lLた')、今ini的に改定してしまうことはな
かった。むしろ、権威主義体IIillのもとで、与党の恭幹団体だった大韓労総を
輔匠|労総にilj編成し、そのもとで16の脆業別組合によって「部の事業所別illl
合を統制する機構を)61Ⅲ!,した。そのなかで、緊急調停Ilill度の新設などによっ
て、とくに争議jMillを強化すると|司時に、jlill谷の'二１１１１設立を行政の認定に改
め、政ih活動の禁I上を強化し、競合組合を排し、労使協議会を義務づけ、団
体交渉をそれで代位する仕組みを作')」ﾆげた。
「４．１９１Mf命」ｉiii後からＷ)_'1がった教員組合や失業者運Ji)]や鉄道労組の賃
_上げや埠頭ﾎﾟ|l谷の民主化、繊ﾙlli労連の不当解歴闘争や組合民主化などは、
｢５．１６車事クーデター」によって鎖１１１されることになった。軍政が、一応、
民政に移行し、イ'議椛などが復iiIiしたのちも政府統計ではｲlﾐ''11100件前後の
争議が発’1三する水準に鎖ilili化された。もっとも、政府統計に載る以前にさま
ざまな生理的な労使紛争は警察などの公権力によって非公式に調停されたり
抑圧されていた、とｌＩｌｉ定される。また、１１W力Ⅱしつつあった多数の労働者は、
残存する主従型や家父長Ilill的な労使関係の枠組内に、一応、位侭づけられて
いた、とみてよい（ｌ１１ｌ谷［1979])。
しかし、６０年代末に向けて、アメリカ１１K機DMの労働者の巡動、［１本商社や
造船公社の争議、繊洲lIi労述の産業別統一賃_|こげ、埠頭合理化闘争などの労働
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運動が激発し、これらのうち後二者はＫＣＩＡや経済企ｉ１Ｉ１院などの介入で抑
圧されることになった。次j01の維新体Ilillへの移行の前兆が感じ取られるだろ
う。そのことは、外資企業における労働組合の組織化や行動を厳しく規定し
た「外資企業労働法」のIlill定（69年）からも、十分感じ取られることだった。
７２年の「維新慰法」Ilill定後、「開発独裁」の展開川としての維新体制がス
タートを切ったが、まず、「|正|家保術法」がIIiI1定され、国家安定と重化学工
業化のために全体主義体Ilillに傾斜するほどの労使関係政策の改定が|析行され
た。しかも、いずれもクーデターまがいの手法によってだったが、さらに石
油ショックによる経済危機のもとで、資本家などの海外逃避や不当労働行為
などが発生したので、勤労恭準法なども強化しつつ、労使双方への規制強化
を「緊急措置」として強行することになった。そうした過程で団体交渉権・
争議権は、事前に行政に調停を111請し、その決定に従うことを前提とするこ
となしには行使できないことになった。しかも、そうした枠組のもとで、産
別などの統制を経ずにIlN々のilill谷をＨ１接に規Ilillし、イト識の発生を予防拘禁す
ると同時に、労使協議会や苦情処理機構のなかにL|型ｌ１ｉ１りな労使関係を押し込
めようとするような政策変更が行われたのである。
その間に労働組合員は50万人足らずから100万人を超え、jMl織率も20％に
達するほど拡大し、また「転換点」を通過するほど庇川がj1Ij大したので、賃
金などの労働条件が_ﾋｹﾞ'し、またそのための労使の交渉や協議も、Ilill限され
た状況下でそれなりに進められた（法政大比較研［l990b])。それだけに、
それから取り残されたさまざまな分野の労働運動が激発することになった。
零細企業での勤労基準i去遵守を要求した焼身向殺や現代造船の労職格差をめ
ぐる暴動などは、いずれも未jill細分野で激発した闘争であった。他方、宗教
人に指導された組織分野では、斜陽化しつつあった繊維産業などで、ＹＨ貿
易などの新しいタイプの争議が激化した。このような状況で、権威主義体制
のコーポラティズムに統合された輔国労総も、しばしば大衆団体としての行
動をとらざるをえない状況に立たされることになったのである。
(3)開発独裁の終焉
｢自己永続か破滅しかない」開発独裁としての朴政権が悲劇的な終末を迎
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えたのは、irli接には、１１１１心的な重化学]:業化が行きづまった1979ｲ1三の絲済危
機とそのなかでの社会不安と緊張の異常な高まりを契機としてであった。し
かし、その終焉は、より大きくみるなら、｜ｻﾄ|発独裁としての朴政樅がその歴
史的役割を果たし終えたこと、そしてその活動を通じてそれ'二1身の拠って立
つ社会的基囎とその政治文化をｌｈＩｌ)＃'したことからの当然の帰結にほかなら
なかった。
朴政権の19年の統治のあいだに、］ii帷|は|L界に例をみない高速度の経済成
長によって工業化を成功させ、さらに砿化学工業化の基礎を築いた。そして
姉国は先進工業|玉|に迫る新興工業'五ＩＮＩCsの一つとして認められるまでに
なった。朴政権が第１の課題とした自主経済建設は、自主、自立という質の
点で論争の余地を残したが、」ｉｆ本('勺には逮成されたと認められよう。だが、
それは、とりもなおさず、１%1発独裁としての政権を正当化する根拠が希薄に
なっていくことにほかならなかった。しかも、間速工業化の過程での農村か
ら都市への人品の労働力の移刺)はようやく農村の榊造的な労働ﾉ]不足を生み
出した。そればか')か、労働力の都市への大逓移肋による都Tl丁社会化は、林
同型権威主義体Ili'１の拠って立つ伝統的社会基盤と儒教的倫理とを急激にMill）
崩していったのである。
そうなると、新しいTlThb文化のllfl動とともに|)'１発独裁とそれが推進した超
高速の工業化がもたらした社会の歪み、矛盾が表ｍ化しないわけにはいかな
かった。
なによりもまず、第１に反共を'二1実にした権威主義的圧ｌｌｉ'|の歪み。権力正
当化の根拠が薄れ、拠って立つ社会的』i蝋とその政治文化まで伽|れるにつれ、
朴政樅はますます一切の反対の}''1圧に頼るしかなくなっていったが、焼身|と１
殺の抗議が象徴するように、社会的緊張は極限に達した。
第２に、「光成長・後分配」政策の盃み゜「|覚ましい経済発展に比しての、
それに政権に癒着した財ＩＩＩＬｌのおllIl話のような急成長に比しての賃金、農業所
得のｲ''１ぴの遅れ、社会係|庫の遅れは、社会的不公正への憤りを強め、これ以
上その政策をつづけられなくした。
第３に、環境破壊と公害病。本論でとりあげることができなかったが、と
')わけ重化学二Iﾕ業化が始まるとまもなく深刻な環境汚染が拡がり、とりわけ
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化学工業団地など公害ｿiWが多発、集|Tl移住'111題が発生するようになりだした
(仁科・野１１１［1989])。
さらに、朴政権が高速二[業化とそれによる自己の権力の''三当化のために切
り札として採)Ⅱした政if}｢１９諸措置が大きな禍根を残し、’''二界的大転換のなか
での新しい政策的舵取りを'111むことになった。その殿たるものが、外貨欲し
ざに急いだ対[l国交Ⅱi常化であり、またと')わけ維新体ＩＩｉｌｌにおける北の脅威
の多分に戦術ｉ１９な利用である。植民地支配についての謝ﾖ１１と後始末をきつち
')つけずに頬かぶ'）しようとする、｜]本のもっとも反動的な保守政治家と安
易に手を結んだこの正常化は、主要な責任は'1本のＩ１１ｌｌにあったとはいえ、韓
|玉||正|民の｢'１に隣国に対して容易に|式い鮒い屈折した排斥の感情を温存あるい
は新たに作'),111,した。また、北の脅威の多分に戦術的な利川は、南北対話の
芽を摘みとり、イ||瓦不信を積み重ねる結果をｌＹＩき、｜玉|民のあいだにも根深い
対立を構造化した。
朴大統領'１肝殺から始まった過程は、まさに文字通りこうして行きづまった
｢|刑発独裁」とそのしゃにむに進められた高速工業化政策の終焉、そして新
しい民主主義政治体IIilIとIIL界的大'|iii換へのその新しい対応を模索する過Ｉ度期
にほかならないといえよう。
まず、政治的民主化の動きはil1l:線的には進めず、「光州事態」を機に再び
圧Ili'1で抑え込む全斗煥政権が登場した。それはいわば〈朴人統領なき朴体
IIill>、またある意味でくもはや|ｻﾄ１発課題を持たない開発独裁〉であった。朴
政権が国民のなかに残した深い瀧、根深くとげとげしい不信、対立は、民主
政治の定着を許さなかった。
こうした状況のなかで、再び軍部の主導椎のもとに成立した全政権は、経
済安定化・nllI化を推進する反Tiiで、第三者の介入を禁｣Iして企業・聖lJ:業所
別組合を孤立させ、過激化しやすい地域谷lTiM谷の設立を'１１難にし、行政に
よって団体協約の内容までも現ili'１できるような労伽組合法の改定を強行した。
さらに、公務員、公祐・防衛産業の争議を禁｣’し、争議椛のある分野でもそ
の行使に先立つ冷却jUⅡＩｌｌを一般事業でも201三lから30日に延長することによっ
て、争議規llilIを－段とりii化した。「|正|家保術i去」廃｣この高い代償にほかなら
なかった。それと同時に、労使協議会制度については、ガ111立した立法とし、
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常用１００人以ｌの企業にはその設立を義務づけ、それ以外の企業には苦情処
理委員会が設置されることになった。
このような抑圧体Ilillのもとで、８０年には400件以上にも達した争議件数は、
82-83年にはTVぴ100件を下lm1るほど減少し、｜此界|司時不況の影響も加わって、
組合員数さえ減少に転じ、政府統計によるﾎﾟ11織率は23％から15％にも低~「す
る状態に陥った。それに応じてM1Ⅱ合財政が悪化しただけでなく、｜I|体協約の
締結率さえ低下せざるをえなかった。しかも労総傘下の紅[谷連動が沈滞した
だけでなく、いわゆるIIill度圏外の民主化組合も含めて＄冬の時代〃を迎えた
のだった。
この過稗で、ｌｕＬ不況からの|Ⅱ|復も進み、政権担当者としてやっと落ち着
きを取り戻した全大統領と労働部に格｣こげされた主務官庁は、８５年総選挙で
の野党の雌進なども横'三'でみながら、労使現Ilil1の緩１||に乗り出さざるをえな
かった。その内雰は、製迭業以外の地域谷|司労組の承認に始まり、第三者介
入には上部jill織だけは承認したほかⅧⅡ谷IW1<散命令の限定、冷却jO1間の短縮
などだったが、不死鳥のように|りぴ活ﾉjを|Ⅱ1復しつつあった民主化労組はこ
の改定によってますます勢いをえる状況を迎えた。この転換で、７０年代まで
繊維を'''心とした労働運動は正化学Ⅱ業や大企業にも拡大し、運動指導者に
はますます帆偽装就業者〃が力Ⅱわるようになり、労・労紛争も激化すること
になった。ほぼこうしたZ１１態が、８７年「民主化宣言」のその前夜であった。
ここで、全斗煥政権による経済遮尚方式の大きな転換についても、まとめ
直しておこう。実は、経済の安定とlLl1l1化、｜＃|放化、すなわち民lll]主導の市
場F1律化経済をめざす「経済安定化施策」は、朴政樅末期に着手され始めて
いたが、金政椎のもとで調整のｌＭＩｌｉに､１１ｍしてジグザグしながらも徐々に徹
底されていった。政府の手厚いﾈili助命や輸入jjMIlill、それに金利・換率・ｲilli格
の統IlilI、政策金融などは動脈硬化の元凶として一つ一つ整理、軽減されて
いったのである。政府が野心的な事業計画をもって高速工業化を牽引すると
いうことはもはやなかった。節５次５カ年計画（1982-86）は、展望計山と
なり、また社会係I境を重点としてとりあげるものとして初めて経済社会発展
計伽と名乗った。そして、その立案作成の過程で経済運営に国民各層のコン
センサスを得ることに重要な意味が兇ｌｌｌ,されるようになっていった。
終章総括と展望３４１
余政権のこの新しい経済迎憐は、債務累枇の危機を乗り切って重化学工業
の定着、輪''1,産業化に成功した。そして「三低景気」のなかで|正1際収支の経
常黒字を達成するに至った。
そこで、焦点は11j:ぴ政治へ戻った。民主化の運1Iijjの高まりは全政権を退陣
に追いこみ、軍人ＩＩＪ,身でありながらlXj主主義政治の定着、南北対話を約束す
ることになる盧泰患政権の誕生というシナリオになった。
1987年の大規模な民衆運動の未喘'ｲ『の高揚のなかで発せられた「６．２９民
主化宣言」が、繰り返されてきたりlli圧を恐れていた労働料大衆の気持に火を
つけた。そして林国史を飾るほどの人爆発となった。なにしろ87年だけで
3700件を超える労１１１１争議が発411たのである。これまでの年平均の何十倍に
も達する規模となった。しかも、それまでどおり製造業を中心としたとはい
え、商業、金剛|などのホワイトカラー分野にも広がり、とくに財閥系の大企
業では労illllが紺邊織化されるとlTil時に争議に突入するケースが多発した。常川
1000人以上の大事業所の争議;眺率がなんと60％以上にも達した。全体の平
均が５％台だったから、いかに大事業所で多発したことか。しかもそれ以後、
大事業所の賃上げがいかに大きな成采をあげたかは、事業所規模別時'''１賃率
の１昇格差からも知られる。これに対し多くの中小企業は企業そのものの成
長や存続を維持するために、とくに経尚成果の優れた企業では、なお慈父型
の家父長Ilill的な労使関係を守っていた、とみてよい（小林［1990])。
こうした争議の激発に対する政府の対応も、従来とは馴著に異なっていた
(李［1988])。それは翌年にソウル・オリンピックの開催を控えていたからで
もあるが、「民主化宣言」にもとづく限り、労使のにI治にできるだけ委ねる
しかないと、政府は判断せざるをえなかったのだろう。こうした状況を労働
者大衆は鋭敏に感じとり、叩偽装就業者〃の指導を超えたり、時にはそうし
た外部的指導を排除したりして（小林ほか［1991])、初めて大々的に大衆運
動を身をもって経験することになった。そうした性格は、きわめて多様多彩
な要求内容の展Wﾄ|に1ﾘⅡili1に表わされていた。もちろん労１，１１組合そのものの承
認に係わる紛争はあたかも通奏低音のように響きつづけてはいたものの、ブ
ルーカラーらしい差別撤廃から、ホワイトカラーらしい経営参l111まで、鯰匡｜
労働者大衆の積年の不iiMjが集''１的に爆発し、またそれが可能な状況を招いて
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いた事実は銘記されてよい。
それを受けて、８７年秋、集団的な労使関係法の根本的な改定が実施された。
それをめぐる政党一財界一労総の意兄の対立・同調については、すでに分析
されたとお')である。それによって、労組の([|織化とその形態が[1由化され
たのをはじめ、さまざまな行政XMIIillが撤廃された。勤労基準法などの他の労
１，１１法とは異なり、集団的労使IjM係法は雄国以来初めて一変した、といってよ
い。それにもかかわらず、それはいわば過渡的改革に止まっており、第三者
介入は従米どおり上部'1|体などに限られ、公益事業に対する強ＩｌｉｌⅡ111裁なども
改定されなかった。だが、そうした禁｣|:条項の継続に対し、選挙運動をどの
政治iTIi動については、すでに労総も政治部を紺織し、１去規Ilillを無視したi舌釛
に乗り出している。全労協というライバルを意識しつつ、大衆lIl体としての
センターに変革しようと意図しているのだろう。
その点は別としても、労使関係政策の変IIEもまた、まだ「開発独裁」から
の過渡的転換に止まっておl)、そのことは89年に輸出成長がマイナスに転じ
たのに対し、政府は90:Ｗ$間の賃上げ率を１桁に抑え込むために、民主化労
組などの現Ilill強化に乗りlllIすというＺｌＩ実をもって証lﾘ1された。政府が改定を
かたくなに留保してきた労組運営調脊椎の発動だった（法政大比較研［1990
ｃ]、［199ｌｂ])。
それにしても、このｌｌＩｌに、とくに財llLl系などの大企業において、前述の賃
上げのほか、経営の公|ｻﾄ|をはじめ、定ｲ|ﾐ延長などの雇川保障も強化されたこ
とは、基礎過程の変化として充分注|］されてよい（小林ほか［1991])。それ
というのも、ホワイトカラーだけでなく、すでに生産職をはじめとしたブ
ルーカラーも長期勤続化しはじめ、技能形成や地位昇進などが進み、すでに
111小企業のili云職型の生産職などと分化してきていたからである。だからこそ、
特定企業に定着し、経営者側に要求を提出して労使lllI交渉を行い、それなり
の妥|)Ｈ１に合意したのである。さらに、とくに財閥系企業の場合は、８７年の争
議激発以後は｢'１核企業の企画室などの指令によっては労使ｌｌＩ１交渉を処理でき
なくな')、それぞれの企業が独立して人事・労使関係管理を行わざるをえな
くなった事実もまた（小林ほか［1991])、基礎過程の変化として正要だろう。
結局、このような労使DM係の雅礎jllh職の変革が、政治文化を変え、「'111発
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独裁」を決定的に終焉きせる社会・経済的要因となるだろう。もちろん、政
治過程においてまだ残された法律的・行政的規IIillは廃｣こされ、自由化されね
ばならない。その場合、稗|玉|労総などの選挙活勅のように、事実上、規制を
超え、あとから政府に追認されるような運動方式も必要である。同一企業に
おける複数労組の禁｣liAMIIillにしても、いろいろな対応が可能である。現に全
労協傘下の事務金IW1I1労迎の結成の場合は、同一企業でMII織を異にするとい
う規約を既存の組合に認めさせ、合法机織になっている。このような労働運
動自体の工夫も重要だろう。結)両)は労使関係政策を|÷Illl化させねばならない
にせよ、それを準備し、事態として先行するような述加の展|｝Ｉがポスト法律
改定の状況を主体的に切り|Ⅱ|いていくことになるはずである（卓．小林
[1990])。
（４）経済成長と労働経済のパフォーマンス
これまでのいわば定性的総括を補足する意味で、最後に経済成長と労働経
済のパフォーマンスを主に定最的にまとめておこう。
まず、(1)最初に注'三|されるのは、1960年代半ばからソウル・オリンピック
まで、しばしば年率１０％を越えた実質ＧＮＰ成長率である。だが、実はそれ
以上に注目されるのが、時々30％を越すほどの名|=|成健率の異常な高さであ
る。とくに70年代まではこのギャップが大きく、大ll1iWなインフレ過程で、理
論的にはＩｉｌｉ格交渉力の商低によって大きな所得・資産格差を発生させること
になったわけだが、大ⅢWiインフレの原因は、輸出振興とjliiii入代替のための低
利の政策金融と為替切')下げであり、それがギャロッピング・インフレと
なって必ずしも空転しなかったのは、すでに解|ﾘｌした「|)'１発独裁」による輸
出振興や重化学工業化などのための人為的な資源|Ni[1分政策の、一応の成果
だった。
その反面、金剛１１１１場などを奇形化させ、政経癒着などの歪みを発生させた。
そして、６０年代末と70年代木には不採算企業を多発させるような過剰投資に
陥った。これに対し80年前後から政府は、すでに考察した経済の安定化・自
由化を強行し、開発独裁からの転換を進めた。そこに峨三低現象〃の追い風
も吹き、ついに宿願の貿易黒字を達成した。しかし、その時からアメリカな
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どのﾀﾄ圧によって、ウォンの切')_上げが強いられたのをはじめ、螂三高〃に
風向きが変l)、８９ｲ|：には輪'１１，成長がマイナスにｉｈｉ化した。とくに、８７１F以降
の大lIM賃」1げをもうウォン宏で|ﾘk収することができなくな}）（野iiill［l990
a])、｜ﾉﾘf紺ｉ導jUiU成長への転換を企Ｉｊｉｉなくされている。
以｣二、弼典サイドから経済成災とその要lklをみたが、(2)供給サイドからみ
ると、）韮業榊造の高度化の実態とそのllllluj点が}ﾘ|らかになる。生産成焚率か
らみて、６０ｲli代後半までは鉱業、さらに繊illi・皮１１１１１業が高かったが、７０ｲｌｉ代
後半には金1m機械工業、また処設業が問くなり、８０ｲ１１代半ばには金融・保
険・不ｌｉ１１雌業や大酬鵬i業の1''１びが顕著になっている。一貫して高付力l11illiIiA化
のトレンドがみてとれる。ただし、これらのうち、すでに先進諸匡|では公害
現IlilIがﾘｶ〕化されてきていたのに対し、糊玉|ではそうした脱IIillが弱い状況で、
急激に１１１化学Ⅲ業化が強行された聖|『災に帥１１|］しなければならない。
こうした)雅業成長のなかで、ほぼ70ｲ|え代半ばまでに11ｲIlLllll心のlfl己完結ｌｉｌ
の産業$'１紬が形成された（小林［1988]）が、それ以後、常１１１５～300人未illllj
の1'１'Ｍｒ業の付力Ⅱ(illi価や雁１１１のウエイトが拡大にjli武じている。’１１'Ｍと業分111ｆ
では衣'１|(をはじめ、繊帥lli・皮ｉ１Ｉｌｉ業のウエイトが大きかったが、代わって金
属・機Ｉｌｌｎ:業のウエイトが高まってきている。しかも、屯子・Nil機・伽)１J'１
工業などの~|､､ii1iけ部,liiU,メーカーとしてiillみ込まれつつある。それは、政府の
''１小企業政策や＃Ｍ１などの育成策の成采でもあるが、この過私｛は輸入代稗の
プロセスであ')、したがってまた技術導入から|］前の技術開発への転換期に
当たっている。しかし、８５ｲ|ﾐ秋以:後の|ⅡＩ高によって、１１本の東南アジアでの
部,Iii1,供給Ji1地作')が進められてお')、林|;lilの部,WI巌業の将来が注'二|されてい
る。また、技術]VL新のスピードアップが1mMiWfな今l]、蝉|玉|の技術|｝M発がどれ
だけついていけるかどうかも'''1題になっている。
このような経済|}'１発過稗で、(3)労IilIlﾉﾉ人'二lは２(卉以ｌ１に哨人し、とくに)､（
用労Ilill判は４ｲﾊﾞ以上にＭ１ﾄﾞｶⅡした。供給｛llllからプッシュされてもいるが、需
要(l1llからプルされた結采である。経済|＃|苑政策の大きな'三|標でもあり、成采
の一つだといってよい。とくに70年代の爪化学工業化にもとづく雇用拡大は
めざましく、７０年代後半にはいわゆる「ili武換ﾉA(」を通過した。そのなかで、
労働力需給が顕著に緊張し、大|Ⅱiiiインフレにかかわらず、それを上lmlるほど
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賃金が上昇し、過剰ぎみだった不熟練労ImI者さえ不足ぎみになったからであ
る。またその1{}]に、産業別就業榊造も大llWiに変雰し、そのなかでホワイトカ
ラーのシェアが著しく拡大した。だが、それにもかかわらず、前述の状況の
もとで職業階層・年齢階Ⅲ#》１１賃金格差が縮小しつつあＩ)、とくに87年の大争
議後よ')力Ⅱ速してきている。しかも、その労働争議は大企業を中心として発
生し、賃金上外も大企業ほどh1lm箸だったので、事業川ｉｊｉＬ模》'|格差は逆に拡大
してきている。
さらに注目されるのは、(4)この''１１に起こった年功貸金のｌｌｉ１の変容である。
というのは、ホワイトカラーほど顕著ではないまでも、４Ｍ:職の年齢階層別
賃金構造のピークがしだいに高齢化してきているからである。ただし、それ
はり)性労働者の世界のことだが、そのピークの高齢化は人互|＃業所ほど著しく、
しかも年の功も経験の功から勤続の功に移行しつつある、と理解される。そ
うした長期勤続化に伴って、多能型の熟練形成と地位昇進も進みつつある、
とみてよい。だが、’１１小企業の生産llMiなどは依然として(|:事給の|吐界にあり、
経済状況いかんによっては、ｌＬＩ営業などの零細企業の就業との|ｌＵに密接な流
動関係を持っている。
常用５人未iililjの零細企業就業の推計によると、近年、とくに箸噸してきて
いることが注'二|される。しかし、事業所規模別所得格差は縮小しており、零
細企業のなかに比較的高いmT得隔が墹加してきている、とみてよい。ここに
も重化学工業化や新しいサービス経済化の影響をみることができるが、しか
し依然として都市スラムなどの低所得層が大量に残存し、二Zn柵造の底辺を
形成している事実もまた、看過できない。
これまでみてきた都ＴＭｉ業の拡大は、(5)大品の農家労Iilllﾉﾉなどの流出に
よって初めて可能だった。鋪１次朧業分野からの流Ⅱ｣,と節２．３次産業への
移動についても推計してみたが、それによると、「転換点」以後、５年間で
流出量は１００万人を_上|Ⅱ|るほど箸1M'し、第１次朧業人'二|の絶対数そのものを
著減させるほどの反作川を及ぼした。それだけでなく、農業従事者の女性
化・高齢化を進め、質的にも大きな影響を与えている。とくに80年代に入る
と米価政策の後退によって、それまでの「セマウル迦鋤」や多収穫,lih種の導
入や機械化などの努力にもかかわらず、農業所得のﾉ'１１対１１り地位はますます低
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下しつつある。
そのために農家所得としては、一層、兼業所得、とくに流出労働者からの
仕送りなどへの依存度を深めている。そうした)贈与は、「転換点」を通過し
た頃から不当なほど強化された教育投資へのⅢ恩返し〃の意味を持っている。
この過程で、零細農家の子弟の教育水準も高まり、学歴格差の大きい社会だ
けに、その就職先も|恂止しつつある、とみられる。だが、後継者も流出して
しまったようなｌｈａ未iiMiの零)Wll農家は減少せざるをえない。こうして、と
くに80年代に入って増加しつつあるｌｈａ以上の｢'１．大規模農家が、少しず
つ借入地を増やしつつあり、、開放農政〃に脅かされながらも、かろうじて
輔国農業を支えているのである。
この間に韓国の国民ｌ人当たりの１コ氏所得は、１００ドル程度から5000ドル
にも増大した。もっともＵＳドルだから、この間の対米為替レートが７分の
１近くにも切り下げられたことを粋|ｌ')リ|きしても、実質ウォンで７倍程度に
も上昇したことは疑いえない。したがって、序章の総括的評価基準に照らし
てみて、重化学工業化とそれにもとづくハイテク産業化とサービス経済化な
どとともに、経済力の水準はすでに先進国の水準に到達しつつある、とみて
よい。しかしながら、経済構造の自由化については、金剛１の自由化をはじめ、
狐寡占支配の産業組織なども含めて、まださまざまな規制や|障壁が残されて
いるが、それ以上に分配度の公平化はまだ遅れているどころか、近年の、金
余り〃現象の発生によって－屑悪化したことに注目しなければならない。
しかも、分配度は経済レベルだけでなく、政ifルベルでも問題になる。た
しかに権力ずくで統合水準を無1Mやり高めようとする「開発独裁」は終焉し
つつあるが、とくに政策形成への参加は、例えば労使関係政策などをめぐっ
て、輔国労総にさえまだ部分的でしかなく（法政人比較研［199ｌｂ])、依然
としてまだ限定的多元主義を脱し切れていない。それ以上に異議申し立ての
自由化はもっと遅れている、とみなければならない。そのなかで、儒教文化
は後退しつつあるが、パターナリズムはまだ国民の間に色濃く残存しており、
権威主義体lillに代わっていかなるタイプの民主主義体Ilillに変容していくのか、
その将来展望はまだえられていない（野冊１１［1990ｂ])。
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２展望
（１）民主化・自由化へのスタンス
輔'五|の経済社会の将来展望を試みようとすれば、なによりも北朝鮮（朝鮮
民主主義人氏共和国）との統一'''１組をその前提として受け止めてみなければ
ならないだろう。しかも今|Ⅱ|の統一'１１１題は、冷戦体制の終焉、したがってま
た、ソ連型社会主義体IIillだけでなく、資本主義体制ｲ１１１におけるパックス．ア
メリカーナの崩壊、そして束アジアのそれなりの゛昇竜化〃などという世界
史の２１世紀に向けての大jli云換j01のなかで提起されている。束西ドイツの統一
がそうであるように、この南北統一も、それ'と１体が世界史の大転換をいかに
進めるかに係わるほどの砿みを持っている。
そのダイナミックスの過程で、削北それぞれが主導樅を取ろうとするだろ
うが、そのためにも|玉|内の政治・経済体Ilillをいかに整備しようとするか、ま
たそれが他の諸条件との関連でいかに可能なのかが注|=|されるだろう。その
場合、北朝鮮の政策選択がいかなる内容を持つか（後滕［1990]）にもよるが、
練'玉1側としては国連同時加盟後の交流の拡人を通じて、北朝鮮の政治．経済
の開放と'二IllI化を刺激するように誘導したいところだろうし、またそうある
べきなのだろう。ということになれば、鮠|玉|｛I1llは自分'二|身の政治．経済の民
主化・日Il1化・公正化を一段と|雌逃しなければならないはずである。
それは、とりもなおさず、すでに|#|姉されている稗|玉|の「開発jMii」とそ
の高速工業化の政策路線からのlli武換をやりとげ、先進]皇業諸|工Iに肩を並べる
民主主義的政1ｈ．経済体IIillと大lli云換)91に入った１１t界経済のなかで安定的で自
律的な経済発展を確保する政策路線を確立することにほかならない。とりわ
け、労使関係政策の瓜主化、日'''化も遂行されなければ、権威主義体ﾙﾘを本
当に終焉させることにはならないだろう。その意味では、転換の途上にある
現段階では、まだ不安定な危'険領域にあることを自覚しなければなるまい。
いつ世界の政iiLi・経済状況が悪化したり、林|正|自体が安定的な経済発展の定
着に失敗したり、あるいは北朝鮮の共産主義体ＩＩｉｌｌからの外圧がかかるかわか
らないからである。
348 
その時、肺|巡|も権威主義('り体IIiIlの強化に逆戻りし、反動化するかＭＩＩれな
い。仮に－時的にせよ、南北jlﾘl鮮の強権体Ili'|の均衡という榊図のTV現も決し
て否定し切れないだろう。こうした鹸悪の選択を避けるためには、多分に、
いわば椛威主義体IIi'１から脱皮し切れていないという懲味での毒をもって赤を
Ilil'すの類いのことかも知れないが、政府が新しい質の主導性を発揮して、お
よそ次のような政策路線の転換をＩ化し進めることが求められる。
経済政策については、すでに経済計１１１１の性格、位殻の重要な変化が進んだ
ことを確認した。それは、①「氏||Ⅱ主導」の経済運営が強調されるなかで指
令的性格を失って展望計皿化し、②内容｣ｪで「先成長・後分配」を改め社会
的公正を雨祝する「経済社会発展計uml」となり、しかも③計Im1の立案過程を
公開して国民の参力'1度を高め、経済政策路線｣二のコンセンサスを形成する手
段としての性格を新たに持つようになった。この変化はもはや後戻りするこ
とはない、とみてよい。
ただし、政策金剛|をはじめ、「'1M発jilll裁」国家を特徴づけた強力な政策手
段はなおかなりi品存されている。そして89年のように輸入が急増した反iiiで
jliiiii出が減少し、経済成長に対する外需の寄与率がマイナスにjliえじた局面では、
政策路線も、現に一時的にせよ、逆戻'）しかけた。TIjぴ政府の輪,,1,やハイテ
ク産業への支援政策が復iiIiされ、ＩｌｉＩ限されていた財IIjLlなどへの金融が緩和さ
れ、金融実名IIill度を棚上げし、ここ地政策も後退させられたからである。そし
て前述のように、全労協などの労１１１１運如の汎Ilillが強化されたのである。これ
までは輸出主導の成健政策への逆転かと評(ｌ１ｌｉされても、答えようがないだろ
う。だが、その後はこうした成踵政策MIjVlllllでストップされ、１りぴ安定政
策に戻ったが（深川［1990ａ])、このような動揺をみせるようで､は、民IHI主
導とか、内需主導とか、諦絡差縮小などの政策スローガンへの民衆の信柧は
えられないだろう。またそれでは、政策作Ｉ)への|玉|民各層のより広い参lmilも
実現しそうにない。
（２）社会・経済政策の変革
これまでにも徐々に進んできているように、経済社会発展計画が、前述の
ようにハードな計画から、よりソフトな展望やそれにもとづく誘導に転換し、
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民衆の積極的な参四と支持をえていくためには、なによ'）もまだ峰視されて
いる分配政策を決定｢1<ﾉに鹸化し、地域・)韮業・社会政策による諸格差を大ｌＩＷｉ
に縮小していくことがｲ〈１１火だろう。そのためには、ＬＬとⅢii導の市場経済の
日[''化を』i1訓とはしながらも、政府のなすべき公共政策の祇恢的役割を時限
(1<)にでもlﾘl砿に設定すべきだろう。そのｉｒＩｉで政府の機能を強化するためには
税Ilillなどの改革も欠かせない（伊來［1990])。その場谷、逆進的な'１１１接税を
改革しつつ所得税などにウエイトを移行させていくことが、jlI平賀の縮減と
ともにぜひとも必要だろう。そのなかで、総合二k地税IIillの独化が資産格差の
縮小のために璽要な役;ｌｉｌｌを来たすだろう。それはまた、ソウルなどの人ilillTl7
集'１１を途]|{し、ｒｌ然環境保全の視点などを蹄まえた農村'''１題のW1l決も含む地
域'１１１均衡にも役立つだろう。
また内需主導化とはいえ、のちにも述べるようにiiiiiiIll,戦１１%の頑要性も否定
できない。その場合、これまでにも進められてきたｲ''千|玉|の多様化のほか、
すでに指摘されているとおり、少,lii1,剛Ｍｉ型から多,Iii11枕少１Ｍ三産型へのlliz《換
をはじめ、それによる問付力l1I111i仙化、非ｲilli格競争力や'１戊売．サービスノjの強
化、そのためのハイテクなどの技術|Ⅲ|発や、とくに試作能ﾉ｣の強化のほか、
産業AlA想の転換も必要になるだろう。さらに、ｉｌＷ１ｌｉｌ１１のlIiiiill1IにＩＩＬまらず、近年、
急激に進みつつある安本のIliiliiIljlまで含めたjliiliilll,lluil'Ｗ)ili武換が柵想されねばな
らないだろう。海外ill[接投査は、摩擦lnl避だけなく、技術'ﾘﾘ(収のための先進
諸'五1への進出がすでに進んでいるほかに、途上国などへの進111,も急激に噸大
しつつある（水野［1990]、蛾)|：［1990])。とくに途｣二liFlへの地}'1,については、
これまでのl｣鮠関係とも似ているが、他1剛ｲなどのjliiliill11のほか、資本や技術
などの輸出に｣こまらず、インフラ|＃1発などのための援lﾘﾉＭｒ要になるだろう。
さらに、こうした111接投資について注意されねばならないのは、すでに国
内製造業などの雇川鈍化にその効采がUilわれているのではないかと推察され
るが、｜玉|内雇用の保障とのバランスがｌＩｌｌ題である。もちろん、櫛造的に低生
産性の分野で、その製,IiT11やサービスの大lI1WiなI111i格上ｻﾄなしには、一層の賃上
げや労働時'''1の短縮などの労Ilill条件のlfil上が不可能な｣i笏谷は、途｣二圧|などへ
のその産業の移転は避けられないだろう。だが、そうした)砿業分野から放'11,
される労働者の雇川(米lljitには十分なiIMi(が必要である。その場合、分配政策
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そのものが本質的にそうであるように、徒らに保謎するのではなく、将来の
労働者としての、TlT民としての'二|立化のために、将来性のある国内産業．職
業に転換可能な能ﾉﾉ関発のための助成を'''心として追求されるべきだろう。
同様な産業・職業の転換とＭ１1保障の'''１題は、今後、産業余柵造の高度化
やサービス経済化のなかで多数発生すると予想される。そのなかで、財閥資
本力の支配にもとづくハードな産業組織は、よりゆるやかな企業グループに
変身するとともに、経営の意欲と能力いかんで'二１１１１に参入できるソフトな産
業組織に転換せざるをえないだろう。そのなかで、経費なども安く、機動力
に富んだ'１１小企業が成長し、これまでの下請関係のような｣1下の縦断構造で
はなく、専門的経営・技術力をｌｉＩｌｉえ、対等の価格交渉力などを持った関連,|，
小企業と大企業の横断構造が形成されていくことが望まれる。そうなると、
単に守勢に立った111極的な雇)'１保障ではなく、こうした産業榊造や産業組織
を支えうる、前述のように械極il0な雁Illl)|L陣が'''1題になってくるだろう。
要するに、産業榊造では上述のような部)享な｢'１規模企業群が形成され、社
会階屑や企業ｉｉ１ｌ織としても、｜可じく分１７な'l1llI[|層が形成される、というのが、
いわば｣０１侍される展望でなければならないだろう。すでに大企業などを中心
として、袴理職・型,〔''１１技術lIilli・zlF務職などのホワイトカラーだけでなく、４１ｉ
産職などのブルーカラーの分11｢でも、特定企業への長jUl勤続化が進みつつあ
り、そのなかで多能型の熟練形成が行われ、同時に地位昇進も進みつつある
ことはすでに考察したとおりである。おそらくそれと同時に、ホワイトーブ
ルー'''１の諸格差もしだいに縮小しつつあるとみてよい。それなしには、ＬＭｉ
や|仮売の職場とiMi1iした生産轡1111や|仮売管肌などの改良もその実を上げるこ
とは不可能だろう。とくに製造業では、技術|汁1発や応川試作や１ＭE管理など
における技術者と熟練工などとの協力関係は成立しえないだろう。またそれ
なしに、肉体労Iiilやサービスなどを帷祝する儒教型勤労観の変革（滝沢
[1990]、深)|｜［1990ｂ]）も実現しないだろう。
とくに87年の人争議以降は、と|)わけ大企業を'１１心として、＿上述のような
内部労働Tl７場の発達が一段と進むとliil時に、労使関係の対等化も進み、企業
内福利厚生も－１Wi充実しつつある。そうなると、社会的不公正として'三|立っ
てくるのが、農業と|司時に、’１１小企業における家父長｢1りな労使|對係と労働．
終童総l11iと展望３５１
，L|【iiIi条件の遅れである。そのうち、家父災的な労使関係の残存については、
たとえそれが暴父型ではなく、慈父型でも労IliI三権などをIﾘ1示的にiii提とし
ない以｣二、労ＩｉＩﾘ,者にとって不平等であり、不利であるだけでなく、経営稀Il1ll
としても経営梓理やｲ１２朧Ｉ！'；｣二笄などのための労１１ﾘl者{11'1からの'１i'1激がえられに
くいだろう。こうした状》,lを児服するためにも、鯨|玉|労総や今労協や産業別
組合などの農業や零細企業も含めた未iMl細対莱の体系化と格段の強化がj0l侍
される。
これに対し、’１１'ＭＹ業の成長そのものを促進する公共政策は、今後ますま
す充実するだろうが、それがとくに企業内福利１７生のキャッチアップまで波
及効采を持つことは1M|iしいかも知れない。この点を解決するには、’１１小企業
などのＩＬｌ乖的な共lTil福祉ﾕｌＩ業を発達させるのが本筋だが、それが軌in[に来る
までの公共政策の支援がぜひ必要となるだろう。そのためにも、イＭｒ．'王
族．労災保険の－屑のb/ti災や失業保険の新設も含めた社会係|境の発達、さら
に最低賃金IIillの－屑の充実などの広義の勤労雅準政策の発達も進められねば
ならない。それなしに|人I1il柱導型経済発展の将来は展望できないだろう。さ
らに、近ｲIﾐ、｜正|際(1<jにも|lIl題祝されてきている、カネ余りによるリッチルiの
森侈や株．ここ地投機、ギャンブルの横行、治安の恕化、さらには勤労の意欲
と倫I1llの低-|くなどの「NIEslii三候11:ﾄﾞ」（MWiIj･'1！)||･粁林［1990]）も、これまで
|ﾘ|らかにしてきた公共政策の強化という赤をもってIlillしつつ、民衆のにIfl垳
勅の展開を待たねばならないのだろう。
（３）新しい対外地域政策に向けて
このような社会・経済政策の変ｊＩｌ:にUAI連して、すでに政府も「TIT場経済秩
序」を雑洲としつつ「政府機能」の兄iiiしと「ilj定１１ﾉ:」を強調するように
なってきている。今後の'''１題は、模索され{附泣されるべき新しい政策脇線、
今後の糊正|に安定的でlfl律的な経済発展を脈係するための政策路線の|ﾉﾘ容を
lﾘ１１M;に国民の前に提示することであろう。その場合、新しく変化しつつある
|正Ⅱ祭環境にも対応できるよう、光分に|Ｗ意しなければならない。
というのは、急速な賃金_上昇や労'1ﾘ111柵lの蜘絲iや生活保障諸Ilill度の改革な
どによって、内需型経済発展の可能|【ｌｉが拡大しつつあるにせよ、小半局|玉|林
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'五|にとってⅢ輪111,立|正1〃は'五|赴でありつづけるに、違いないからである。だ
が、ｉｌ１ｊ速工業化に成功した]i(iltl玉|は、すでにみてきたように|正|内的にもこれま
での政策路線をつづけられなくなっていたが、それだけでなく、’五|際環境の
変化によってもこれまでの政筑協線ではやってゆけなくなっている。一つに
は、糊却が先進工業|過|の｣也位に近づいたことが、すなわち具体的にいえば軍
化学=I:業化の蕪礎を築き、ツjrlili1lill｣;》にも「lli1<換点」を迎えたことが、輪ｌｌｌ１指
lhl工業化の|ﾉﾘ笑となっていた、身ili雑な、しかし'二|前の技術|洲1発力に欠ける受
託力'1二[:輸出的な発展のl1MLを浮き１１１，させるようになった。また、よ')根本｢１０
に、｜U§界市場の榊造(1<｣不均ｉＩＷの深化からｲ《Iill洲ﾘﾐが異常に高まり、｜;Iill祭'''1の
経済摩擦Ｍ２じて、これまでのようにllWILTIj場の安定を前提にただやみくも
に売')こめばいいということでは済まなくなってきている。戦後ＩＭＬ市場シ
ステムそのものの大ili云換に自覚'1<｣に対応する、２１世紀を兄通した新しい対外
政策路線の硴立が求められているのである。
したがって、今後、安定的で'411;|LiI<｣を経済発展を{iWi(采するためには、一方
で、二種類の技術|Ⅱ１発力の盤Iilli--先端科学技術のIJl:究開発体Ilillと職人(1<｣熟
練の要素と分かちｌＭＩｉく結びついた機械Ⅲ[技術の厚みの形成一を通じて、
Zii化学工業化の内実を真に脚立(I<)なものへとi高めていくこと、それにひきつ
づいてエレクトロニクス、情報化の技術についても、自前の|；'1発ﾉ｣をつく'）
だしていくことが求められる。それには、１１ｲ1A|企業などが|【l前の研究|ｻﾄ1発に
乗')'11,すのを助成するとともに、これまでの狭い財'１M偏亜から政策対象を１１１
小企業に拡げ、その育成を図ることが必要となろう。
だが、他力で、まったく新たに１１１:界Tli場の安定に応分の責任を分担し、さ
らには積極的に対外地域政策を形成し腱|ⅡＩすることを求められる。すなわち、
Miiiill11立|正|〃のためには|Ⅱ|放ｉＩりなlMLTlT｣i脇をできるだけ維持するために貿易
｣この不均衡を累積させないようにし、にもかかわらずlE1際通貨関係の不安定
と保識主義の強まりによって、地域化の傾lhl1が避けられないとすれば、アジ
ア近隣諦国との'''1に、、!〔被投資も含めて、比較優位の移動にともなう榊造調
整をスムーズに進めながら安定｢1<)に発股できる地域TIj場レベルの述携を作り
出していくイニシアティブが求められる。とりわけ、ここに今l]的な新しい
質の政府の役;';||、三ｉｉ導性があるのではなかろうか。
終章総托と展望３５３
ただ、その実邸ilは、これまでの椛威主義llil家体ＩＩｉｌｌのエリートの超然性から
くる柔軟'111一決|折ﾉj、変り身の｣Ｔｌ･ざ、すばしこさ－によっては保証きれ
ないだろう。というのも、それは、ＥＣ統谷の例をみてもil1l:ちにIﾘ}らかなよ
うに、まず|)ﾄ１発iMli時代の負の道)韮を児１１Ｍして、〈北〉との、次いで１１本、
さらに中|玉|との、IXj衆レベルでのわだかまりを解きほぐす|正|氏(|り友好の地iii
な」i喋礎作業なしにははかばかしい成功は望めないからである。歴史を共有す
るとはいえないアジア地域の文化｢l<ル政治(|<)多様性に想いをいたすならば、
このことは一層強調されるべきであろう。政府のイニシアティブが求められ
るとしても、それは、これまでのようにlElhIjの'''1に/u製をつくりながら強ﾘ｜
に一方的にijlつばるというようなものではなく、ｌＬｌｌｌ１でiiIiﾉ｣ある市hルベル
での、経済に限らず学術文化などの広施な友好交流のⅢ)上が')のなかで、
それに呼応し導くようなイニシアティブでなくてはなるまい。
技術開発ﾉﾉの蝋lWiMMliしい、時llI1がかかる課題であるが、イⅢ;実性を増す
ＩＭＬ市場のなかで小輸'11,立|Tl〃を係iiiliするための対外地域政策の股|)ﾄ]もそれ
以_上に難しい、しかも政治体IlillのLL三ｉｉ化、つまり政WLi体IIillの先進|正|化をぬき
にしては成功し靴い課題なので､ある。それに関連して、Ｗ１放農政〃などの
圧ﾉ｣のもとで動柵してきた農阯の''１１に、近ｲli、初めて「全|玉|農Lli述仙迎合」
が結成された。こうした社会迎iIi)１に対しても、かつてのようにｌＩｌ１圧や懐柔な
どによって対応するのではなく、’五'1Ｍ勺]ql1l1Wを進めるとlTTllⅡfに、対外i19な榊
造調整とのバランスをllXlっていくことなしに、「政府機能」のリーダーシッ
プが「再定立」されることにはならないはずである。
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